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１．要項の趣旨 
高浜町における道の駅シーサイド高浜（以下、「本施設」という。）の改修設計・施工業務及び管理運営業務（以下、「本業務」）を実施する民間事業者等（以下、「事業者」という。）について、公募型プロポーザルにより本町の意向を十分に理解し、豊富な経験や独自の技術・ノウハウを活用した優れた技術提案を幅広く求め、選定を行います。
本事業は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第3項の規定に基づき、施設の管理運営を効率的、効果的に行うために、指定管理者候補者も含めて選定を行うものです。
　この要項は、公募型プロポーザルにおいて、必要な事項を定めるものとして位置づけます。
２．施設設置の目的
本施設は、高浜町の産業の活性化及び住民福祉の向上並びに情報提供による地域間の交流促進など、町内の産業振興発展に寄与することを目的として設置するものです。
３．施設の概要 
（１）名  称    高浜町道の駅「シーサイド高浜」

（２）所在地    福井県大飯郡高浜町下車持第４６号１０番地１
 (３) 建物概要

	区分
	施設愛称
	施 設
	延床面積

（㎡）
	施 設 内 容

	高

浜

町
	湯っぷる
	温浴施設
	1416.11
	露天風呂、古代桧風呂、泡風呂、ジェットバス、サウナ（低温・高温・塩・水風呂）

	
	ジェノバ
	飲食施設
	780.55
	レストラン（メインダイニング・ＶＩＰルーム）／軽食コーナー

	
	
	販売スペース
	
	特産品販売コーナー、パン販売

	
	
	休憩施設
	
	休憩スペース、ドライバー室

	
	
	情報施設･設備
	
	道路情報コーナー、観光案内コーナー

	
	
	トイレ
	
	男（大２器、小２器）・女（３器）

多目的（１器）

	
	その他
	トイレ棟
	102.00
	男（大３器、小５器）・女（６器）

多目的（１器）

	
	
	駐車場
	
	小型１１６台、障害者用７台

	
	
	緑地帯植樹
	
	高木１３本・中木２本・灌木４５９株・他

	
	
	歩道
	
	太陽光発電施設２１ｋｗ及び同建屋

	
	
	イベント広場
	
	

	国

交
省
	駅舎
	駅舎
	218.40
	道路情報コーナー

	
	
	駐車場
	
	大型１９台、小型１５台

	
	
	その他
	
	休憩広場、電気自動車用急速充電施設


４．業務内容
(1)業務名
高浜町道の駅シーサイド高浜改修設計・施工業務及び管理運営業務
　(2)事業手法
　　　道の駅シーサイド高浜の内装等に係る改修設計・施工業務及び管理運営業務を包括的に選定する手法により実施します。
　(3)対象施設
　　　本業務は、道の駅シーサイド高浜全体（一部国交省側駅舎を含む）を対象とします。
　　　施設の詳細や具体な業務対象エリアについては、「高浜町道の駅シーサイド高浜改修設計・施工業務及び管理運営業務　仕様書」（以下、「仕様書」という。）を参照してください。
　(4)業務内容
　　　基本的な業務内容は以下に示すとおりです。
1 内装等に係る設計業務
2 内装等に係る工事業務
3 本施設の管理運営業務
4 その他（上記に関連し必要となる準備、調整、手続等を含む）
(5)業務期間
　　業務期間について、想定される内容は以下に示すとおりです。
1 内装等に係る設計・施工業務
契約締結日翌日（令和７年４月）から令和９年３月末頃
2 管理運営業務（指定の期間）
令和７年４月から令和１２年３月末まで（５年間）
　(6)指定管理業務に係る経費
1 会計年度
本施設の管理運営に係る会計年度は、４月１日から３月３１日までとします。
2 経費に関する協議
指定管理業務に要する経費については、年度ごとに指定管理者から提出される年度別事業計画書及び収支予算書に基づき、町と指定管理者との間で協議して決定します。
3 指定管理料の積算
指定管理料は、指定管理業務に要する経費から利用料金、実費徴収金及びその他の収入を差し引いた金額をもとに、町と指定管理者との間で協議のうえ、予算の範囲内において指定管理料を決定し、指定管理料、支払期日は、毎年度の年度協定において定めます。また、指定管理料については、指定管理期間の２年目以降で、前年度の実績見込または実績を踏まえ、見直す可能性があります。
4 指定管理料の精算
指定管理業務を町が示した水準どおりに確実に実施する中で、利用料金収入や事業収入の増加、経費の節減など指定管理者の経営努力により生み出された余剰金については、原則として生産による返還を求めません。
ただし、その余剰金が指定管理者の管理業務と経理の状況からみて、客観的に過大と認められるような場合には、町と指定管理者の協議により、利用料金の見直しや、サービス向上のための新たな投資、備品の購入等に使用するなど、適切な対応を求める場合があります。
また、利用料収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合は、原則として補填は行いません。

5 備品等の所有権等
町が本施設に設置する備品等については、町の所有とし、その使用及び保管に十分注意してください。その他の必要な備品等は、指定管理者が購入または調達するものとします。なお、指定管理用により購入し、または調達した備品等に係る所有権は町に帰属するものとし、指定管理者が自ら搬入した備品等については、別途町と協議の上、所有権の帰属を決めることとします。また、指定管理者が備品等を購入・搬入する場合は、事前に町と協議を行うこととします。
6 施設利用料の取り扱い
施設の管理運営にあたっては、地方自治法第244条の2の規定に基づく「利用者が支払う施設や設備の利用料金、実費徴収金や自らが企画、実施する自主事業等の収入を自らの収入として扱うことになりますので、適切な経理を行ってください。
(7)契約方法
　　改修設計・施工業務と管理運営業務を一体的に募集しますが、契約については各業務を別で締結します。改修設計・施工業務に関しては「改修設計・施工一括請負契約」を締結し、管理運営業務に関しては「指定管理者基本協定」の締結を行います。詳細は、本要項「契約の締結」を参照してください。
５．参加資格
　本プロポーザルへの応募者は、前記の業務内容の実施を予定する複数の事業者等で構成される共同事業体（以下、「グループ」という。）とし、応募の手続きを代表して行う事業者（以下、「代表事業者」という。）を定めるものとします。
(1)応募者の構成
　　応募者の構成は、以下に示すとおりとします。
　　ア　設計事業者
　　イ　施工事業者
　　ウ　管理運営事業者
1 応募者は応募にあたり、代表事業者、構成事業者を示し、いずれの業務を実施するかを明らかにすること。なお、一者が複数の業務を兼ねて実施することや、業務の範囲を明確にしたうえで各業務を複数の者の間で分担することは差し支えない。
2 応募者の変更は原則として認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、当該事情を勘案し町の承認を得て変更を認める場合がある。
3 応募者は、他の応募者の代表事業者、構成事業者となることはできない。
(2)共通の参加資格要件
　応募者における各構成事業者は、次の要件を満たすものであることとします。
① 指定期間中、安全円滑に道の駅を管理運営できる法人その他の団体であるこ
と。（法人格の有無は問いませんが、個人では申請できません。）

② 団体又はその代表者が次のいずれにも該当しない者であること。

   ア  法律行為を行う能力を有しないもの。
   イ  破産者で復権を得ないもの。
   ウ  地方自治法施行令第167条の4第2項（同項を準用する場合を含む。）の規
定により、高浜町から一般競争入札の参加を制限されているもの。

   エ  申請時において、高浜町から指名停止措置を受けているもの。

   オ  会社更生法（平成14年法律第154号）または、民事再生法（平成11年法

第225号）による手続きを行っているもの。

   カ  地方自治法第244条の2第11項の規定により、高浜町または他の地方公共団体から指定を取消され、その取消しの日から2年を経過しないもの。
　 キ　法人又はその役員等が次に掲げる要件のいずれかに該当するもの

　　  ①暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその利益となる活動を行う団体

　　  ②暴力団又は暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）もしくは暴力団の構成員でなくなった日から5年を経過しない者（以下「暴力団関係者」という。）の統制の下にある団体

③その役員等のうちに暴力団関係者となっている者がいる団体

④その役員等のうちに暴力団関係者を経営に実質的に関与させ、不正に財産上の利益を得るために利用し、又は暴力団関係者に対して金銭、物品、その他の財産上の利益を不当に与えている者がいる団体

　 　　⑤その役員等のうちに暴力団関係者と社会的に非難されるような密接な関係を有している者がいる団体　
　(3)設計事業者の参加資格要件
　　　応募する設計事業者は、次の要件を満たすものであることとします。
1 高浜町競争入札参加資格者名簿コンサルタント業務に登録がある　こと。申込期間内に入札参加資格審査申請書を提出し、本町が入札参加資格者と同様の資格を有すると本町が認めた場合、本業務に限り参加資格を有するものとする。
2 過去15年間に官公庁またはこれに準ずる機関（公社、公団、独立行政法人等）の発注業務で同種施設の建築設計業務を元請けとして履行し完了した実績を有する者であること。
　(4)施工事業者の参加資格要件
　　　応募する施工事業者は、次の要件を満たすものであることとします。
　　①建設業法第３条の規定により建築工事業について特定建設業の許可を受けていること。
　　②高浜町競争入札参加資格者名簿の建築一式に登録があること。申込期間内に入札参加資格審査申請書を提出し、本町が入札参加資格者と同様の資格を有すると本町が認めた場合、本業務に限り参加資格を有するものとする。
　　③過去15年間に官公庁またはこれに準ずる機関（公社、公団、独立行政法人等）の発注業務で同種施設の建築工事を元請けとして施工実績を有すること。
　(5)管理運営事業者の参加資格要件
　　応募する管理運営事業者は、次の要件を満たすものであることとします。
1 管理運営業務を行うにあたって必要な専門性を有すること。
2 提案内容と官公庁またはこれに準ずる機関（公社、公団、独立行政法人等）の発注業務で同種施設の管理運営業務を履行した実績を有する者であること。
６．選定対象からの除外
　申請者が次のいずれかに該当した場合は、失格として選定の対象から除外します。
（1） 応募書類に明らかな虚偽の記載があった場合
（2） 応募に際して不正行為があった場合
（3） 提出期限までに必要な書類を提出できなかった場合
（4） 応募資格に反することが認められた場合
（5） 本件に関し、同一の法人等が２件以上の応募を行った場合

７．募集及び選定スケジュール
　募集及び選定スケジュールの予定は、以下に示すとおりです。
	内　容
	日　程（予　定）

	募集要項の公表
	令和６年１０月　４日（金）

	質問書の提出期限
	令和６年１０月１８日（金）

	参加表明に関する書類の提出期限
	令和６年１０月２９日（火）

	参加資格審査結果の通知
	令和６年１０月３１日（木）

	提案に関する書類の提出期限
	令和６年１２月２３日（月）

	選定審査委員会（プレゼンテーション）
	令和７年　１月　中旬

	選定結果の通知及び公表
	令和７年　１月　下旬

	議会の議決
	令和７年　２月　中旬

	業務本契約の締結
	令和７年　２月　下旬


８．応募の手続き・選定方法 

　(1)募集要項及び申請書類の配布
　　配布期間：令和６年１０月４日（火）から１２月２３日（月）まで
　　配布場所：高浜町ホームページ（高浜町役場　産業振興課）
(2)選定方法
　本業務の受託候補者の選定にあたっては選定審査委員会を設置し、応募者からの提案内容を総合的に評価したうえで審査選定します。

９．参加資格審査
　(1)参加資格審査結果の通知

　　参加資格審査の結果は、参加表明に関する書類を提出した応募者（代表事業者）に対して、書面及び電子メールにより令和６年１０月３１日（木）までに審査結果を通知します。
　　参加資格審査の結果、参加資格要件を有すると認められる応募者（代表事業者）は、技術提案に関する書類の提出要請書も併せて発送します。
１０．技術提案
　(1)技術提案に関する書類の提出
　　参加資格審査通過者は、技術提案審査のため、下記の方法により「技術提案に関する書類」を提出してください。
1 提出期間　令和６年１０月３１日（木）から令和６年１２月２３日（月）まで（土日及び祝日を除く）
2 受付時間　午前９時から午後５時まで
3 提出場所　高浜町産業振興課窓口
4 提出方法　提出場所へ持参、郵送（書留郵便に限る。）により必着としてください。

5 提出部数　技術提案書１０部（正本１部、副本９部）、同内容の電子データ１部
　(2)提出書類（技術提案に関する書類）
　　技術提案にあたっては、以下の書類を提出していただきます。提案内容や各様式における体裁、枚数制限等の詳細は、次項を参照してください。
　　提出書類については、提出期間を過ぎてからの資料の差し替え及び再提出は認めません。また、一度提出された書類は、理由の如何を問わず返却しません。
1 実施方針【様式３－１】
2 設計・施工業務に関する提案【様式３－２】
3 管理運営業務に関する提案【様式３－３】
4 価格に関する提案【様式３－４】
5 提案概要書【様式３－５】
　(3)技術提案内容
　　技術提案内容に関する書類は以下に示す内容とし、本業務の上限価格の範囲内で提案を行ってください。なお、特定のものと判断できる企業名、作品名、記号等の記載を禁止します。
1 実施方針
	提案項目等
	業務の基本方針、経営状況、財務規模、類似事業の実施実績、環境への配慮、業務の工程計画、独自性や新たな提案、業務を行う意欲

	提案様式
	様式３－１（Ａ４判・片面10枚以内）


2 設計・施工業務に関する提案
	提案項目等
	施設整備のコンセプト、設置機能の構成、空間デザイン計画、安全、品質確保
（記載内容）
・各機能の特長や楽しみ方なども適宜表現すること。
・デザインに関する提案は、ベースカラー、アクセントカラーなども適宜表現すること

	提案様式
	様式３－２（Ａ３判・片面6枚以内）


3 管理運営業務に関する提案
	提案項目等
	管理運営のコンセプト、実施体制、運営業務、維持管理

	提案様式
	様式３－３（Ａ４判・片面18枚以内）


4 価格に関する提案
	提案項目等
	施設整備（設計・施工業務）業務の見積（温浴施設、ジェノバ、トイレ棟他施設ごとに分けて、主要な費目内訳がわかるもの）、管理運営業務の見積（主要な費目内訳がわかるもの）

	提案様式
	様式３－４（Ａ４判・片面6枚適宜）


5 提案概要書
	提案項目等
	1 ～③を踏まえた本事業に関する全体の提案概要

	提案様式
	様式３－５（Ａ３判・片面1枚適宜）


１１．プレゼンテーション・ヒアリング
　(1)選定審査委員会において、提出された技術提案内容をより理解するため、プレゼンテーション及びヒアリングを実施します。応募者が提案内容に関するプレゼンテーションを行い、当該選定審査委員が質疑等のヒアリングを行うことを想定しています。
1 開催日　　令和７年１月中旬（15日～20日頃）
2 開催場所　高浜町役場
3 実施内容　技術提案書の内容説明及び選定審査委員による質疑
　　　　　（プレゼンテーション30分、質疑30分、計60分）

4 実施方法　提出された「技術提案書」の内容のみを表現したパワーポイント等の使用を可として、プレゼンテーションを実施してください。
5 出席者　プレゼンテーションは４名まで出席とします。
6 その他　プレゼンテーションは、非公開で実施します。
　　　　審査当日の資料の追加や内容の差替えは認めません。
１２．選定審査委員会における受託候補者等の選定
　プレゼンテーション実施後に、選定審査委員会を開催し、審査を行います。
　選定審査委員会では、技術提案書内容、プレゼンテーションでの説明内容を参考に、中立かつ公正に審査し、受託候補者を選定します。
１３．審査結果の通知及び公表
　審査結果は、全ての応募者（共同企業体の場合は代表法人）に対して通知します。
　また、審査結果及び受託候補者の決定後、速やかに町ホームページで公表します。
１４．契約の締結等
　(1)契約内容についての協議
　　受託候補者は、選定後、速やかに町と技術提案書の内容に基づく協議を行った後、見積書を提出してください。町は、提案内容及び見積書をもとに、受託候補者と契約内容についての協議を行います。
　　なお、契約金額は原則として、審査時に提出された提案額を超えないものとします。ただし、町との協議において技術提案書等に記載された項目に追加等があった場合は、この限りではありません。
　(2)基本協定の締結
　　町と受託候補者は、事業契約の締結に先立って、本業務の円滑な遂行を果たすための基本的な義務に関する事項等を規定した基本協定を締結します。
　(3)事業契約及び指定管理協定の締結
　　町と受託候補者との協議に基づき、受託者として特定された者（以下、「特定事業者」という。）は、基本協定の締結後、改修設計業務、工事管理業務及び施工業務を包括的に規定した事業契約並びに管理運営業務に係る指定管理協定（以下、「仮契約」という。）を締結します。
　(4)議会の議決
　　本業務の事業契約締結については、高浜町議会（令和７年２月臨時議会を予定。）において議会の議決を経て、指定管理者として指定します。
　　議会の議決があったときは、その日をもって事業契約及び指定管理協定が成立した旨を、仮契約を締結した特定事業者に対し通知し、改修設計業務、工事管理業務及び施工業務を包括的に規定した事業契約並びに管理運営業務に係る指定管理協定（以下、「本契約」という。）を締結します。
　(5)契約の保証
　　特定事業者は、業務契約の定めに基づき、契約保証金を納付しなければなりません。
　　有価証券等の提供または金融機関等の保証、公共工事履行保証証券による保証を付し、または履行保証保険契約の締結をもって契約保証金の納付に代えることができます。
　(6)応募及び契約等締結に伴う費用負担

　　応募にかかる費用及び業務契約等の締結にかかる費用は、全て応募者の負担とします。
　(7)支払い条件
　　本業務における支払いは、原則として各業務終了後に支払うものとします。詳細は、「改修設計・施工一括請負契約」及び「指定管理者基本協定」に定めるものとします。なお、業務契約等に係る費用（前払金及び部分払金を含む。）の支払い条件は、町と特定事業者の協議の上決定します。
　
１５．指定管理者の指定
指定管理者の候補者は、令和７年２月の高浜町議会臨時議会（予定）の議決を経て、指定管理者に指定します。
議決を得て、指定管理者として選定された団体には、指定通知書をもってこの旨を通知します。
１６．リスク分担
　本業務における町と事業者のリスク分担は以下に示すとおりです。
〈共通〉
	種類
	リスクの内容
	負担者

	
	
	町
	事業者

	募集要項リスク
	募集要項等の各種公表文書の誤りや町の理由による変更に関するもの
	○
	

	制度関連リスク
	法令変更
（税制度含む）
	本事業に係る根拠法令の変更、新たな規制立法の成立など
	○
	

	
	
	本事業のみならず、広く一般的に適用される法制度の新設・変更に関するもの
	
	○

	
	許認可取得
	町が取得するべき許認可の遅延
	○
	

	
	
	事業者が取得するべき許認可の遅延
	
	○

	
	政策変更
	政策方針の変更による事業の中止、費用の増大に関するもの
	○
	

	社会リスク
	住民対応
	事業方針に関する要望、住民反対運動、訴訟などへの対応
	○
	

	
	
	事業者が行う設計、建設等に関する近隣住民の要望、苦情、訴訟などへの対応
	
	○

	
	環境保全
	事業者が行う業務に起因する環境問題（騒音、振動、臭気、有害物質の排出など）に関する対応
	
	○

	
	第三者賠償
	町の帰責事由による事故等により第三者に与えた損害の賠償責任
	○
	

	
	
	事業者の行う業務に起因する事故などにより第三者に与えた損賠の賠償
	
	○

	不可抗力リスク
	天災等大規模な災害及び暴動等予測できない事態の発生により、設計変更、事業の延期、中断もしくは契約解除の下人となりうるもの
	協議による

	経済リスク
	資金調達
	町が調達する必要な資金の確保に関するもの
	○
	

	
	
	事業者が調達する必要な資金の確保に関するもの
	
	○

	
	物価変動
	建設期間中における一定の範囲を超える物価変動に伴う事業者の費用の増減
	
	○

	債務不履行リスク
	町の債務不履行、支払遅延、当該事業が不要になった場合等
	○
	

	
	事業者の事業放棄、事業破綻によるもの、事業者の事業内容が契約に規定した条件を満足しない場合等
	
	○


〈設計段階〉
	種類
	リスクの内容
	負担者

	
	
	町
	事業者

	設計リスク
	設計
	町の提示条件、指示の不備、町の要求に基づいた変更によるもの
	○
	

	
	
	事業者の提案内容、指示、判断の不備によるもの
	
	○

	
	測量・調査
	事業者が実施した測量、調査に関するもの
	
	○

	
	建設着工遅延
	町の事由による建設工事の着工遅延に関するもの
	○
	

	
	
	事業者の事由による建設工事の着工遅延に関するもの
	
	○


〈建設段階〉

	種類
	リスクの内容
	負担者

	
	
	町
	事業者

	建設リスク
	敷地
	地中障害物その他事業者が予見できない事項に関するもの
	○
	

	
	工事監理
	工事監理に関するもの
	
	○

	
	工事費増加
	町の提示条件の不備及び指示による工事工程や工事方法の変更、工事費の増大に関するもの
	○
	

	
	
	事業者の事由による工事費の増大に関するもの
	
	○

	
	工事遅延
	着工後における町の指示等、町の事由による工事の遅延に関するもの
	○
	

	
	
	事業者の事由による工事の遅延に関するもの
	
	○

	
	物価上昇
	建設期間中の物価変動に伴う事業者の経費増減によるもの
	協議による

	
	引渡前損害
	引渡前に工事目的物、工事材料または建設機械器具について生じた損害、その他工事の施工に関して生じた損害
	
	○

	
	要求性能未達
	施設完成後、町の検査で要求性能不適合の部分、施工不良部分が発見された場合
	
	○


〈管理運営段階〉
	種類
	リスクの内容
	負担者

	
	
	町
	事業者

	応募費用
	指定管理者募集への応募費用に関するもの
	
	○

	金利変動
	金利の変動に伴う経費の増
	
	○

	物価変動
	物価の変動に伴う経費の増
	
	○

	資金調達
	町から指定管理者への経費の支払い遅延によるもの
	○
	

	
	上記以外のもの
	
	○

	市場環境の変化
	利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの誤り、その他の事由による経営不振
	
	○

	法制度の変更等
	法制度・許認可の新設・変更に関するもの（指定管理業務に影響を及ぼすもの）
	○
	

	
	法制度・許認可の新設・変更に関するもの（上記及び他の項目に記載されている以外のもの）
	
	○

	許認可の遅延
	許認可の遅延に関するもの（町が取得するもの）
	○
	

	
	許認可の遅延に関するもの（事業者が取得するもの）
	
	○

	税制度の変更
	法人税等指定管理者の利益に関するもの
	
	○

	
	消費税に関するもの
	○
	

	
	上記以外のもの
	協議による

	書類の誤り
	募集要項、仕様書等町が責任を持つ書類の誤りによるもの
	○
	

	
	事業計画等指定管理者が提案した内容の誤りによるもの
	
	○

	政治、行政的理由による指定管理業務の変更
	政治、行政的理由から、指定管理業務の継続に支障が生じた場合または指定管理業務の内容変更が生じた場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による経費の増
	○
	

	指定管理業務の遅延・中断・中止
	指定管理者の責めによるもの（指定管理者の破綻を含む。）
	
	○

	
	町の責めによるもの
	○
	

	
	上記以外のもの
	協議による

	周辺地域・住民及び施設利用者への対応
	地域との協調
	
	○

	
	施設の管理に対する住民及び施設利用者からの要望、苦情、反対への対応
	
	○

	
	上記以外のもの
	○
	

	施設・設備・備品等の維持補修
	指定管理者の発意により行うもの
	
	○

	
	町の発意により行うもの
	○
	

	
	経年劣化によるもの（極めて小規模なもの）
	
	○

	
	経年劣化によるもの（上記以外のもの）
	○
	

	
	法廷改正により必要となった施設等の維持補修（施設利用者の生命身体の安全確保を目的として施設等の改修が必要となった場合）
	○
	

	施設・設備・備品等の損害
	指定管理者の故意又は過失によるもの
	
	○

	
	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの
	協議による

	
	天災その他不可抗力によるもの
	協議による

	第三者への賠償
	指定管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与えた場合
	
	○

	
	上記以外の理由により損害を与えた場合
	○
	

	警備業務、セキュリティ
	指定管理者の経緯業務の不備による事故、盗難、火災、情報漏洩等による損害に関するもの
	
	○

	引継ぎ、撤収コスト
	指定管理業務の引継ぎ及び指定管理者の撤収に要するコスト
	
	○


１７．留意事項

(１)  高浜町が必要と認める場合は追加資料を求めることがあります。

(２)  事業計画書等の著作権は、提案者に帰属します。ただし、町は指定管
理者の決定の公表等に必要な場合は、当該事業計画書等の内容を無償
で使用できるものとします。なお、提出された書類は、理由の如何を
問わず返却不可とします。

(３) 申請に関する経費は、すべて申請者の負担とします。

(４) 申請を辞退する場合は辞退届を提出してください。（様式任意）

１８．提出先・問い合わせ先

  　　〒９１９－２２９２　福井県大飯郡高浜町宮崎第８６号２３番地２

  　　　　　　　　　　　　高浜町 産業振興課

  　　　　　　　　　　　　　　　　Tel：（０７７０）７２－７７０５
電子メール  エル),l)machi@town.takahama.g.jp
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